
書式第 12号 (法第 28条関係)

2021年 度  事 業 報 告 書
2021年 4月 1日 から2022年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人移住者と連帯する全国ネットワーク

1 事業の成果

情報発信事業については、情報誌『 Mネ ット』の定期発行のほか、ホームページ、メーリングリスト、SNS等 を

用しながら、移民・難民をとりまく情報を、市民社会に向けて積極的に発信 した。
講師派遣及び研修会等の企画運営事業については、講師派遣を実施したほか、2020年6月 12日 -13日 には「移住連

国ワークショップ」、7月 17日 にはシンポジウム「コロナ禍で考える2009年改定入管法・住基法の課題」、12月 18日 |

は国際移住者デー記念集会 「私たちの社会は私たちがつくる !移民社会20の提案」をオンラインで開催 した。また、
「新型コロナ移民・難民相談支援事業」に関連し、コロナ禍における移民・難民の支援に携わる支援者を対象とし

全6回の支援者セミナーをオンラインで全6回開催した。

調査研究事業と政策提言事業においては、女性、入管法、貧困、技能実習などそれぞれのプロジェクトが現場で

援活動をもとに政策提言に向けた情報収集とその分析等を行った。また、11月 と3月 に開催した省庁交渉を通し

手したデータの集積と分析を行った。

政策提言事業では、新型コロナに関連した取り組みを継続した。外国人への管理強化や排除に対する取り組みと

ては、弁護士グループや難民支援団体と連携し、入管法改悪阻上に向けたロビイングを行った。また、入管法改
のキャンペーンを立ち上げ、SNSでWEBポスターや入管法Q&Aバナーを使って情報を広めるとともに、署名や国会
シットインなどアクションを実施し、法案を事実上の廃案に追い込んだ。移民政策確立に向けた取り組みとしては、

的な省庁交渉や個別交渉を通じて、政府に対する要請を行った。また、移民労働者の公正な受け入れ法制度に

して声明を発出するとともに、2022年 3月 の法務大臣勉強会に代表理事の が出席し、意見を陳述 した。人種差男!

に対する法制度の確立に向けた取り組みとしては、外国人人権法連絡会や人種差別撤廃NGOネ ットワークを通じて、

府への要請や集会を行った。

国際協力事業については、移住グローバルコンパクトに関するオンライン会議への参加、アジア移住労働者フォ

ラム (MFA)等の主催する国際会議への参加のほか、東アジアのNGOや研究者と連携してレイシズムに関するセミナ
を全3回開催した。
ネットワーク構築事業においては、「新型コロナ 移民・難民相談支援事業」を実施した。移住連の全国の支援ネッ

トワークの力を活用し、コロナ禍で困窮する移民・難民を対象に、公的支援につなげるための同行支援・通訳支援
00件超のほか、緊急支援を約100件実施した。また、コロナ禍で問題が噴出したことやオンライン会議の開催が増
たことなどから、プロジェクトチーム、ネットワーク団体内外で連携する機会が増え、従来の課題の枠組みを超える

ネットワークが構築されてきている。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施 日 時 実 施
場 所

従業者
の人数

受益対象

者の範囲
及び人数

事業費
の金額
(千円)

(1)情報発信
事業

①『Mネ ット』 (含電子
版)の発行・販売
②カレンダー販売
③ホームページ更新、
SNS等

①隔月発行 (2021年 4
月、 6月 、 8月 、 10月 、 12
月、2022年 2月 )
②2021年 11月
③随時更新

東 京 事

務所

Mネ ット
9名 、ホ
ー ム ペ

ージ3名

会員、購

読者 、一

般市民

5000

(2)講師派遣
及び研修会等
の企画運営事

業

①講師派遣
②セミナー・集会等の

開催企画
a.全国ワークショップ
b.シンポジウム

c.支援者セミナー
d.国際移住者デー

①随時
② a.2021年6月 12-13日
b. 2021年 7月 19日

c. 2021年:6月 26日 、7

月3日 、 10日 、 24日 、 31
日、8月 7日

d.2021年 12月 18日

東 京 事

務 所 、
各 団 体

事務所

30名 一 般 市

民、学生

対象。 の
べ800名

3800



事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施

場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

〈千円)

(3)調査・研究
事業

女性、貧困対策、入管法対

策会議等各プロジェク トに

おける調査等

随時 全国各地 25名 一般市民、
移住者。不

特定多数

2500

(4)政策提言事
業

①省庁交渉
②ロビイング
③入管法改悪反対キャンペ
ー ン

①2021年 11月 29-30
日、2022年 3月 8日

②随時
③2021年4月 -6月

①②国会議員会
館
③東京各所 (撮
影)、 東京事務
所 (制作 )、 オ
ンライ ン (発
信)

30名 一般市民移

住者対象。

不特定多数

3500

(5)国際協力事
業

①アジア移住労働者フォー

ラムの会合等
②レイシズムに関する東ア
ジアセミナー開催

①2021年 9月 2日 、
12月 13日

②2021年 4月 2日 、
7月 6日 、 10月 7日

①オンライン
②オンライン

5名 一般市民・

移 住 者 対

象。不特定

多数

989

(6)ネ ットワ
ーク構築事業

①新型コロナ 移民難民相談
支援事業
②各プロジェクトやネット
ワークによる活動

①2021年 5月 -2022年

2月

②随時

東京事務所、各

団体事務所

30名 移 住 者 対

象。不特定

多数

19810



活 動 計 算 書

(特非) 移住者と連帯する全国ネ外ワーク
[税込1(単位 :円 )

自 2021年 4月 1日 至 2022年 3月 31日
特定丼営利活動
に係る事業
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活 動 計 算 書
[税込](単位 :円 )

自 2021年 4月 1日 至 2022年 3月 31日と 全 ワーク

人 lt 及

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

70 000 70 000

____…

…

______________■ _ 2,445,134

19,668,506

__」 と旦LttL



貸 借 対 照 表
(特非) 移住者 と連帯する全国ネ外ワーク 〔税込〕(単位 :円 )

1

資 産 の 音
料   目 金  額 科   目 金  需

の

預 り 金 366.203
203

前期繰越 T味財産
当期正味財産増減額

19.668,506
134

【流動資産】
(現金・預金)
現   金
普通 預金
現金・預金 計
流動資産合計

154,511

22,325,332
22,479,843
22,479,843



財務諸表の注記
(特非) 移住者と連帯する全国ネ外ワーク 20228 3E3IB Hft
【重要な会計方針I
財務緒表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人
会計基準協議会)によっています。



財 産 目 録
移住者と連帯する全国わトワーク(特非 )

全事業所

[税込](単位 :円 )
2022年_3月 31■ 見在

蒻F肩め蔀下
~

【流動資産】

(現金・預金 )

現   金
普通 預金
三菱U町銀行 (助成金事業)
‐菱東京UFJ銀行

ゆうちょ銀行

郵便板替口座

基金郵便振替口座

現金・預金 計

流動資産合計

資産合計

【流動負債】
預 り ると
流動負債合計

負債合計

正味財産

164,51:

22,325,332

(1,760)

(14,553,856)

(4

(3

22,479,843

《負債の部》

__」と二L整L

366,203

22,479,843

366,203

366.203

22,113,640



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2021年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を配載した名簿 )

室進」L菫型二重鯰型 盪ゝ建豊墨彗E=lる全墜社と上2二2_

¬ 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 睡ヨ・監事
鳥井 一平 2021年

2022年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年   月    日

2 匡臣卜監事
丹ZZ 雅雄 2021年

2022年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日

3 睡ヨ・監事
鈴木 江理子 2021年

2022年

4月  1日

3月  31日

年 月

月

日

日年

4 ・監事

佐藤 信行 2021年

2022■ヨ

4月  1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日

5 匡Ξ彊監事
有川 憲治 2021年

2022年

4月  1日

3月  31日

年   月 日

日11 月

6 匡Ξ酔監事
2021年

2022年

4月  1日

3月  31日

,1 月

月

日

年 曰

7 理事 監 事

山岸 素子 2021年

2022年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日

8 匡巨}監事
高谷 幸 2021年

2022年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年 月 日

9 理事・匡垂]
飯田 勝泰 2021年

2022年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日

10 理事・匡ヨ
藤林 美穂 4月  1日2021年

2022年 3月  31日

年

年

月

月

日

日

|

1大
川 昭博



書式第 19号 (法第 28条関係 )

2022年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人移住者と連帯する全国ネットワーク

氏    名

1

鳥井 一平

2

丹″ 雅雄

3

鈴木 江理子

4

佐藤 信行

5

有力1 憲治

6

大川 昭博

7

山岸 素子

8

高谷 幸

9

飯田 勝泰

10

藤林 美穂

11

社員のうち10人以上の者の名簿


